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研究成果の概要（和文）：インドネシア政府が公表してきた所得格差は1999年以降拡大を続けていて、2013年時点でも
まだ改善の兆しは見えていない。しかし、州別に実質農業賃金率、労働の限界生産力、貧困世帯の割合の3指標を総合
して観察すれば、労働過剰から労働不足経済への転換点を通過した州としてバリが浮上し、そこでは所得格差が改善し
ている。さらに労働分配率を見ると、2008年頃を境に上昇に転じた。この上昇は、所得格差を押し下げる方向に作用す
る。
　こうした分析結果から、経済発展の初期では所得格差が拡大し、経済発展が進展し、労働過剰から労働不足への転換
点を通過すれば、所得格差が縮小するという仮説が検証された。

研究成果の概要（英文）：We looked at a variation in provincial development phases of Indonesia and tries  
to investigate a long-run development process from it. The variation will generate a long-run time series 
data for the provinces as a whole and enable us to look at her experiences.
 Income inequality in Indonesia has been widening since 1999 and any sign of its improvement has not seen 
yet. But our analysis of real agricultural wage rates, marginal productivities of agricultural worker and 
shares of the poor household by province indicate that Bali passed already the turning point from labor   
surplus to labor shortage economy. Its income inequality started to decline after it passed the turning   
point. Our analysis shows as follows: Firstly income inequality will deteriorate at an early stage of eco-
nomic development. Secondly it will keep deteriorating until an economy passes the turning point. Finally 
it starts to improve after an economy passes the turning point.
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１．研究開始当初の背景 
(1) これまで所得格差に関する研究において
は、経済発展に伴い所得格差の発生メカニズ
ムがどのように変化するかの解明に努力が
なされてきた。しかし、データの制約により、
まだ分析結果は断片的で、経済発展に伴う所
得格差発生メカニズムの変化を連続的に解
明するに至っていない。そのため、経済発展
と共に所得格差は大きくなるのか、あるレベ
ルで拡大が頭打ちになるのか、または縮小へ
転換するのかが解明されていない。この問題
を解決するために、所得格差の国際比較がし
ばしば行われてきた。しかし、国が異なると、
マクロ経済環境をはじめとする多数の変数
をコントロールしなければならず、分析は容
易ではない。このため、経済発展に伴う所得
格差発生メカニズムの変化の軌跡はまだ断
片的にしか理解されていない。 
 
(2) インドネシアは人口 2 億 3000 万人を超
える巨大な国である。国内の 34 州を州別に
見ると、経済的に非常に発展し先進国
（Developed Country）に近い州もあるが、
開発途上国（Developing Country）と同じ州、
また後発の開発途上国（Least Developed 
Country）に近い州もある。このように州に
より経済発展の度合いが大きく異なる。この
差異は、インドネシア一国の中で各州が世界
各国を代表しているような状況を造りだし
ている。 
 
(3) インドネシアの各州は同じ国内であるた
め、全てのマクロ経済環境が共通であり、国
際比較の際に生じる多数の変数のコントロ
ールが不要である。したがって、州により大
きな経済的な差異が観察できる時期にさし
かかっているインドネシアは、経済発展に伴
う所得格差発生メカニズムの変化の解明に
とって絶好の研究対象である。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、経済発展に伴い家計の視点か
ら見た所得格差がどのように変化するかを
解明する。換言すれば、経済発展の初期では
所得格差が拡大し、経済発展が進展し、労働
過剰から労働不足へと転換する点（転換点）
を超えれば、所得格差が縮小するという仮説
の検証を目的とする。 
 
(2) さらに経済発展に伴い生産側から見た労
働分配率がどのように変化するかの解明を
もう一つの目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 各州の経済発展レベルを区分するために
3 指標を利用する。第 1 の指標は実質農業賃
金率、第 2 の指標は農業部門における過剰就
業の有無、第 3 の指標は農村と都市における
貧困世帯の割合である。先ず、第 1 の指標を
得るために州別に農業賃金率を時系列的に

集める。生存維持水準として州別および農村
都市別に計算されている貧困ラインを用い
て、各州の農業賃金率をデフレートして、実
質農業賃金率を計算する。 
 
(2) 第 2 の指標を得るために農業部門におけ
る労働の限界生産力を計測する。このために
水稲生産の生産関数を2003年と2008年生産
費調査の農家個票データを利用して計測し、
その推計値で限界生産力を計算する。さらに、 
第 3 の指標を得るために、2009 年社会経済
調査（Susenas）により、各州における貧困
世帯の割合を農村と都市別に計測する。 
 
(3) 実質農業賃金率、労働の限界生産力、貧
困世帯の割合の 3 指標を総合して、各州を先
進州、開発途上州、後発開発途上州に区分す
る。 
 
(4) 各開発レベルの州の年別所得格差を計測
し、所得格差の要因を分析する。この方法で、
経済発展の各段階における所得格差および
その要因を解明し、経済発展と所得格差の関
係を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1) インドネシア統計庁から公表されている
州別農業賃金率統計を時系列的に見ると、バ
リやスマトラにおける農業賃金率の急激な
上昇傾向が観察される。1996 年以降、最も
賃金率が上昇した州としてバリと北スマト
ラを取り上げ、他方、最も上昇しなかった州
として中ジャワと東ジャワを取り上げ、1 日
当たり名目農業賃金率の変化を比較すると、
図 1 に示すようになる。バリと北スマトラで
は、2000 年頃から農業賃金率が急速に上昇
し始め、2009 年には 38,000 ルピアを超える
ようになった。他方、中ジャワと東ジャワで
は 2005 年頃まで大きな変化がなく、それ以
降やや上昇速度を速め、2009 年に 18,000 ル
ピア程度に達した。この様に、地域別に農業
賃金率に大きな差があることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1. 農業賃金率の変化（ルピア/日） 

 
(2) 各州における生存維持の水準として設定
されている貧困ラインを使用し、上の農業賃
金率をデフレートして実質農業賃金率を得



る。その 1996 年の水準を 1.0 として表示す
ると、実質農業賃金率は次のように推移した。
北スマトラの数値は 1999 年以降上昇して
2001 年には約 1.5、2007 年には 2.0 となっ
た。バリでも 2005 年に約 1.5、2007 年には
約 1.8 まで上昇したが、その後やや低下して
2009 年には 1.7 となった。このようにバリと
北スマトラでは実質農業賃金率が 1996 年水
準よりかなり上昇した。他方、中ジャワでは
2005 年まで 1.0 より低い水準で、これを超え
たのは 2006 年で、2009 年には約 1.3 となっ
た。東ジャワでは 2006 年まで 1.0 以下の水
準で推移し、2007 年に 1.0 を超えたが、2008
年以降は再び 1.0 以下となり、1996 年以降実
質賃金率の上昇は見られなかった。 
 
(3) 農業労働の限界生産力を数量的に計測す
るために、農業の生産関数を推定する。生産
関数は、コブ・ダグラス型生産関数を採用す
る。生産費データは「モミおよびその他食糧
生産費調査」があるが、利用できるのは 2003
年と 2008 年の生産費調査原本である。その
結果、限界生産力対農業賃金率比が 1.0 以上
になったのはバリのみであった。この比が北
スマトラは 0.75、中ジャワと東ジャワでは約
0.45 となった。 
 
(4) 2009 年社会経済調査（Susenas）により、
貧困世帯の割合を農村および都市別に計測
すると図 2 となる。どの州においても例外な
く農村の貧困割合が大きい。このうち農村の
貧困世帯割合が 1%台になるのはバリだけで
ある。他方、中ジャワ、東ジャワ、北スマト
ラでは 3～5%になる。この割合は、アチェで
は約 15%、パプアでは約 27%となり、著しく
高いことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2. 2009 年の貧困世帯割合（%） 
 
(5) 各指標の数値から判断して、過剰就業
が消滅し転換点を通過したのはバリだけで、
通過時点は2004年から2008年の間である。
しかし、バリ以外の約 10 州においても農
業賃金率の上昇が始まっているのが観察で
き、労働市場において急速に変化が起こり
つつあることが分かる。特に北スマトラに
おいては、限界生産力対農業賃金率比が 0.75
とバリに次ぐ大きさで、まもなく転換点を通

過すると考えられる。 
 
(6) バリが転換点を通過した前後の北スマ
トラ、中ジャワ、東ジャワ、バリの所得格
差を表すジニ係数を計測し、その推移を図
3 に示す。北スマトラのジニ係数は 1993
年に 0.28、1999 年には 0.25 まで低下した
が、その後上昇し 2009.年には 0.32 となっ
た。他方、ジャワのジニ係数は 1993 年に
0.31 で北スマトラより 0.03 ポイント高く、
ほぼこの差が維持されたまま上昇し、2009
年には 0.34 に達した。最後に、バリのジニ
係数は 1993 年には 0.32 で最も高く、2002
年まではほぼジャワと同じように推移して
きた。しかし 2005 年から下がり始め、
2008-09 年には北スマトラの数値を下回り、
0.31 と最も低くなった。バリのジニ係数の
低下は著しく、その低下が始まった時期は
ほぼバリの転換点と一致する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3. ジニ係数の推移 

 
(7) ジニ係数の計測に用いた社会経済調査
データとは異なる生産費調査で、付加価値
がどのように分配されたかを見てみよう。
水稲生産における労働分配率の変化を分析
したのが図 4 である。計測年により労働分
配率は変動するが，2008 年まで傾向的に低
下した。その後 2011 年のデータでは大幅
に上昇した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4. 水稲生産の労働分配率（%） 

 
ここでは図示していないが製造業の労働

分配率を計測すると、1975 年の 22.5 パー
セントから 2007 年の 12.5 パーセントま
で傾向的に低下した。その後上昇に転じ、
2010年には 1976年をやや下回る水準まで
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戻ってきた。 
 
(8) 水稲生産の労働分配率が所得格差に及
ぼす影響を分析してみよう。水稲生産に従
事する者は土地無し労働者，自営農，地主
に分類される。このうち第 1 の土地無し労
働者は、労働分配率が上昇すると彼らの取
り分は増加し、所得は上昇する。第 2 の自
営農の所得は賃金部分と資産部分から構成
される。資産部分はほぼ土地への分配であ
り、労働分配率が上昇すると，土地への分
配率は低下する。賃金部分は土地無し労働
者と同様に大きくなる。ほとんどの自営農
は家族労働力だけでなく，賃金労働力を雇
用している。そのため雇用労働力への支払
賃金が増加し，資産への分配が大きく低下
し，総合すると，取り分はやや減少する。
最後の地主は，土地を貸し出しているだけ
で，その所得は地代部分のみとなり，取り
分は低下する。これを所得格差の変化に当
てはめて見ると，土地無し労働者のように
低所得者の取り分が増加し，また中所得者
である自営農の所得はやや低下し，高所得
者である地主の取り分も低下するため，所
得格差は改善する。すなわち労働分配率の
上昇は格差是正へと作用する。 
 
(9) これまでにインドネシア政府が公表し
てきたジニ係数は社会経済調査（Susenas）
で得られたデータを使用したもので、家計
消費の側面から計測した所得格差であった。
この所得格差は 1999 年以降拡大を続けて
いて、2013 年時点でもまだ改善の兆しは見
えていない。しかし、実質農業賃金率、労
働の限界生産力、貧困世帯の割合の 3 指標を
総合して州別に観察すれば、転換点を超え、
所得格差が改善している州も出てきた。さら
に労働分配率を分析すると、2008 年頃を境
に上昇に転じた。こうした労働分配率の上
昇は、インドネシア政府が社会経済調査を
元に計測する所得格差（ジニ係数）を押し
下げる方向に作用する。 
こうした分析結果から、経済発展の初期で

は所得格差が拡大し、経済発展が進展し、労
働過剰から労働不足へと転換する点（転換
点）を超えれば、所得格差が縮小するという
当初の仮説が検証された。 
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